
児童虐待防止のための親権制度の見直しについて

【研究会報告書のとりまとめ】
○ 法務省が主となつて進めてきた「児童虐待防止のための親権制度研究会」(学者、弁護士、実務家、法務省、
厚生労働省、最高裁判所事務総局等で構成)において、児童虐待の防止等を図り、児童の権利利益を擁護する

観点から親権に係る制度の見直しについて議論・検討が行われ、平成22年 1月 22日 に報告書がとりまとめら
れた。
○ 報告書には、次の事項の論点整理等が盛り込まれている。

① 親権喪失制度の見直し、親権の一時的制限制度及び一部制限制度の創設等
② 施設入所等の措置又は一時保護が行われている場合に親権を部分的に制限する制度の創設等
③ 法人による未成年後見の導入、親権者等がいない児童等についての親権行使の在り方
④ 接近禁止命令の在り方
⑤ 保護者に対する指導の実効性を高めるための方策

量    ⑥ 懲戒権・懲戒場に関する規定の見直し
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条 )、 財産の管理 (824条 )の権限を有すること。一方、親権喪失は、親権の濫用又は著しく不行跡がある場合として規定 (834条 )している。
現状では、
口懲戒権を盾に虐待を正当化する親の存在。
口親権者の親権と児童福祉施設長等の監護権の関係が明確でないため、児童の福祉に必要な措置をとることが困難。
口親権を止めるには親権の全てを喪失させる制度しかないため制度利用に躊躇。
日未成年後見人の引受手が少ない。

等々の問題が、児童福祉の現場等で生じている。

【審議会における検討】

○ 法務省は、報告書を受けて平成22年 3月 25日 から法制審議会「児童虐待防止関連親権制度部会」で
検討を行い、平成22年 12月 に要綱案がまとめられ、今後、法制審議会より答申が得られる予定。
○ 厚生労働省では、法務省の動きと併せて、児童福祉法等の改正が必要な事項について検討を行うため、
平成22年 3月 31日 から社会保障審議会児童部会「児童虐待防止のための親権の在り方に関する専門委
員会」で検討が行なわれ、平成23年 1月 に報告書がとりまとめられた。
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児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する法律 (抜粋)

附 則

(施行期日)

第一条 この法律は、平成二十年四月一日から施行する。

(検討 )

第二条 政府は、この法律の施行後三年以内に、児童虐待の防止等を図り、児童の権利利益を

擁護する観点から親権に係る制度の見直しについて検討を行い、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるものとする。

2 (略 )
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社会保障審議会児童部会児童虐待防止のための

親権の在り方に関する専門委員会報告書の要点

1施設入所等の措置がとられている場合の施設長等の権限と親権の関係について
① 施設長等が、入所中の児童等の福祉のために監護、教育及び懲戒に関する措置について親権者等が不当

な主張をしてはならないこととする。

② 親権喪失の審判に加え、親権停止の審判及び管理権喪失の審判についても、児童相談所長が家庭裁判所

への請求をすることができるようにする。

2-時保護中の児童相談所長の権限と親権の関係について
① 一時保護中も、児童相談所長の監護、教育及び懲戒に関して、児童の福祉のために必要な措置をとる権限

を明確にするとともに、上記l①と同様とする。

3里親等委託中及び一時保護中の親権者等がいない児童等の取扱いについて
① 里親等委託中及び一時保護中についても、親権者等のいない児童について、親権者等があるに至るまでの

間、児童相談所長が親権を行う仕組みを設けることとする。

4-時保護の見直しについて
① 2か月を超える親権者等の同意のない一時保護については、その延長の是非について、第三者機関である

児童福祉審議会の意見を聴くこととする。
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5保護者指導に対する家庭裁判所の関与の在り方について
① 児童福祉法第28条の審判において家庭裁判所から都道府県知事に保護者指導の勧告を行う際に、必要に
応じて児童相談所から家庭裁判所に対して、勧告の内容を保護者に伝達するよう上申するなどの運用面での
対応を図ることについて検討する。

6施設入所等の措置及び一時保護が行われていない親権者等がいない児童等の取扱いについて
① 現行の児童相談所長の未成年後見人の選任の請求やその際における未成年後見人等があるに至るまでの
間、児童相談所長が親権代行を行う仕組みの徹底を図る。
② 民法改正により複数の未成年後見人の選任が許容される場合には、未成年後見人の追加選任についても
児童相談所長が請求できるようにする。

7接近禁止命令の在り方について
① 一時保護や施設入所の措置がとられていない場合において、親の不当な介入により未成年者の福祉が
害される場合には、適切に親権制限の請求や一時保護等を行うことの徹底を図る。
② 事実上自立した未成年者への親等の不当な介入に対しては、子の人格権に基づく妨害排除請求権又は
妨害予防請求権としての面談強要等禁上を求める訴え及びその仮処分等が可能であり、その適切な利用が
可能となるよう周知徹底を図る。



法制審議会児童虐待防止関連親権制度部会

児童虐待防止のための親権に係る制度の見直しに関する要綱案
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第1親権の効力
1 監護及び教育の権利義務
親権を行う者は,子の利益のために子の監護及び教育をする権利を有し,義務を負うものとする。

2懲戒
① 親権を行う者は,第 1の 1の規律による監護及び教育のために必要な範囲内でその子を懲戒すること
ができるものとする。
② 民法第822条の規定中,懲戒場に関する部分は削除するものとする。

第2親権の喪失等
1親権喪失の審判
父又は母による虐待又は悪意の遺棄があるときその他父又は母による親権の行使が著しく困難又は不
適当であることにより子の利益を著しく害するときは,家庭裁判所は,子 ,その親族,未成年後見人,未成
年後見監督人又は検察官の請求により,その父又は母について,親権喪失の審判をすることができるも
のとする。ただし,2年以内にその原因が消滅する見込みがあるときは,この限りでないものとする。

2親権停止の審判
① 父又は母による親権の行使が困難又は不適当であることにより子の利益を害するときは,家庭裁判
所は,子 ,その親族,未成年後見人,未成年後見監督人又は検察官の請求により,その父又は母につ
いて,親権停止の審判をすることができるものとする。
② 家庭裁判所は,親権停止の審判をするときは,その原因が消滅するまでに要すると見込まれる期間,

子の心身の状態及び生活の状況その他一切の事情を考慮して,2年を超えない範囲内で,親権を停止
する期間を定めるものとする。
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3管理権喪失の審判
父又は母による管理権の行使が困難又は不適当であることにより子の利益を害するときは,家庭裁判
所は,子 ,その親族,未成年後見人,未成年後見監督人又は検察官の請求により,その父又は母につい
て,管理権喪失の審判をすることができるものとする。

4親権喪失,親権停止又は管理権喪失の審判の取消し
第2の 1本文,2①又は3の原因が消滅したときは,家庭裁判所は,本人又はその親族の請求によって,

親権喪失,親権停止又は管理権喪失の審判を取り消すことができるものとする。

第3未成年後見
1未成年後見人の数
民法第842条の規定は,削除するものとする。

2未成年後見人の選任
① 未成年後見人がある場合においても,家庭裁判所は,必要があると認めるときは,民法第840条に
規定する者若しくは未成年後見人の請求により又は職権で,更に未成年後見人を選任することができ
るものとする。
② 未成年後見人を選任するには,未成年被後見人の年齢,心身の状態並びに生活及び財産の状況 ,

未成年後見人となる者の職業及び経歴並びに未成年被後見人との利害関係の有無(未成年後見人と
なる者が法人であるときは,その事業の種類及び内容並びにその法人及びその代表者と未成年被後見
人との利害関係の有無),未成年被後見人の意見その他一切の事情を考慮しなければならないものと
する。

3未成年後見人が数人ある場合の権限の行使等
① 未成年後見人が数人あるときは,共同してその権限を行使するものとする。
② 未成年後見人が数人あるときは,家庭裁判所は,職権で,その一部の者について,財産に関する権
限のみを行使すべきことを定めることができるものとする。
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未成年後見人が数人あるときは,家庭裁判所は,職権で,財産に関する権限について,各未成年後

見人が単独で又は数人の未成年後見人が事務を分掌して,その権限を行使すべきことを定めることが
できるものとする。
④ 家庭裁判所は,職権で,②及び③の定めを取り消すことができるものとする。
⑤ 未成年後見人が数人あるときは,第三者の意思表示は,その1人に対してすれば足りるものとする。

4未成年後見監督人
① 家庭裁判所は,必要があると認めるときは,未成年被後見人,その親族若しくは未成年後見人の請
求により又は職権で,未成年後見監督人を選任することができるものとする。
② 未成年後見監督人についても,第 3の 2②及び3と同様の規律とするものとする。

第4その他
1 15歳未満の者を養子とする縁組
法定代理人が民法第797条第 1項の承諾をするには,養子となる者の父母で親権を停止されているも
のがあるときは,その同意を得なければならないものとする。

(注 )民法第806条の3の規定は,1の同意についても適用するものとする。

2その他
その他関連する規定について,所要の整備を行うものとする。




